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令和３年度公営企業会計決算審査意見の提出について 

 

 地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第30条第２項の規定により、審査に付さ

れた令和３年度小矢部市公営企業会計決算を審査した結果、次のとおり意見を付し

ます。 

  



 



 

目       次 

 

 
第１ 審査の概要 ................................................................... 1 

第２ 審査の着眼点及び主な実施内容 ................................................. 1 

第３ 審査の結果 ................................................................... 1 

１ 決算諸表の計数及び財務諸表の適正性 ........................................... 1 

２ 経営状況 ..................................................................... 1 

(1) 水道事業 ................................................................... 1 

(2) 下水道事業 ................................................................. 4 

３ まとめ ....................................................................... 6 

第４ 経営状況の概要 ............................................................... 7 

１ 水道事業 ..................................................................... 7 

(1) 業務の状況 ................................................................. 7 

(2) 経営成績 ................................................................... 8 

(3) 財政状態 .................................................................. 12 

２ 下水道事業 .................................................................. 15 

(1) 業務の状況 ................................................................ 15 

(2) 経営成績 .................................................................. 15 

(3) 財政状態 .................................................................. 19 

第５ 参考資料 .................................................................... 22 

 

 

  



 

 

 



1 

令和３年度小矢部市公営企業会計決算審査意見 

 

第１ 審査の概要 

１ 審査の種類 決算審査 

２ 審査の対象 水道事業会計決算書類、下水道事業会計決算書類 

３ 審査の実施場所 小矢部市役所第２委員会室 

４ 審査の日程 令和４年６月１日から同年８月 26 日まで 

 

第２ 審査の着眼点及び主な実施内容 

 水道事業会計及び下水道事業会計の決算審査に当たっては、小矢部市監査基準（令和２

年小矢部市監査委員訓令第１号）に準拠し、令和４年６月１日に市長から提出された決算

書類について、次の着眼点を定め、会計諸帳簿、証拠書類の照合、関係職員への質問等に

より審査を行った。 

(1) 決算諸表の計数は適正であるか。 

(2) 財務諸表が事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているか。 

 さらに、水道事業及び下水道事業会計の経営状況（経営成績及び財政状態）の良否を判

断するため、経営分析を行い、経済性の発揮及び公共性の確保を主眼とした考察を試みた。 

 

第３ 審査の結果 

１ 決算諸表の計数及び財務諸表の適正性 

 審査に付された決算諸表は、前記の方法により審査した限り、後述の改善事項を除き、

地方公営企業会計の会計基準に準拠し、決算諸表の計数は適正であり、水道事業及び下

水道事業会計の経営成績及び財政状態を全ての重要な点において適正に表示しているも

のと認められる。 

 

２ 経営状況 

(1) 水道事業 

 業務の状況 

 当年度の業務の状況は、年間総配水量 2,397 千㎥（前年度比 1.7％増)、年間有収

水量 1,996 千㎥（前年度比 2.5％減）、有収率 83.28％（前年度比 3.59 ポイント減）

となった。有収率改善に要する費用対効果を勘案のうえ、改善に努められたい。 

 また、有収水量１㎥当りにおける供給単価は、219 円 15 銭と前年に比べ２円 31 銭
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高くなり、給水原価は 237 円 51 銭と前年に比べ 14 円 96 銭高くなった。給水原価の

増加は、営業費用における委託料と路面復旧費が前年よりも増加したことによるも

のである。営業費用から路面復旧費を除いた給水原価は、232 円 19 銭となり、前年

度に比べ 11 円 63 銭高くなった。その結果、供給単価と給水原価との差は、13 円４

銭となった。 

 依然として給水原価が供給単価を上回っており、水道事業が十分な採算性を確保

できていない状態となっている。 

 経営成績 

 当年度の経営成績は、水道事業の経済性の発揮を総合的に判断する経営資本営業

利益率が前年度から悪化している。悪化の要因は、経営資本回転率については 0.08

回であり、水道事業で費やした資金に比し獲得できた営業収益が前年度より 6，910

千円（△1.5％）減少し、営業費用が 20,691 千円（4.3％）増加した結果、営業収益

対営業利益率が前年度△5.66％から△11.85 に悪化したことによる。 

 このように、経営成績は前年度から悪化している。経営資本回転率は、資金の効率

性を示すものであり、この比率が 0.08 回転の場合、投下資金と同額の収益を得るの

に約 13 年必要とすることを意味する。投下資金の回収（回転率）は早いほど良いた

め、より効果的な投資を実施し、営業収益の増加策を講ずる必要がある。 

 営業収益対営業利益率は、前年度に引き続きマイナスであり、水道事業の本業に

おける利益である営業利益が獲得されていない状態である。営業利益を獲得するた

めには、営業収益を増加させ、又は、営業費用を減少させる必要がある。営業収益は、

給水人口が減少している現状から、大幅な増加は見込まれないと考える。営業費用

は、固定的経費の増加を防止することにより、その増加を防止することができる。固

定的経費の主なものは減価償却費であり、減価償却費は水道施設を建設した後は毎

年度発生し、削減が困難な費用である。そのため、水道施設の建設にあたっては、減

価償却費が管理不能費用であることを踏まえ、計画の策定・見直しや予算執行を行

う必要がある。 
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 財政状態 

 当年度の財政状態は、流動資産から流動負債を差し引いた使途が自由な資金「正

味運転資本」基準で見ると、正味運転資本が前年度から 13，019 千円増加しており、

前年度から良化した。 

 しかしながら、後年度の企業債元金の償還及び水道施設の更新財源として内部留

保すべき資金の観点から、当年度純利益及び減価償却費に着目すると次のとおりで

ある。 

（当年度純利益） 

 公営企業は、株主への配当や法人税の支払がないため、儲けとしての利益は不用

であるが、水道施設の更新や企業債元金等資本的支出の財源としての利益（公共的

必要余剰）は必要である。水道施設の更新財源は減価償却費見合いの現金が内部留

保される。また、企業債元金の償還財源は、損益計算書上当年度純利益が一定程度発

生した場合に、当該利益を減債積立金として積み立てた後、当該積立金見合いの現

金を充当することとしている。資金運用表から、当年度純利益は、流動資産との振替

を調整した結果、51，876 千円発生している。しかし、当年度純利益には、前年度以

前に現金として収入済の補助金等について、当該補助金等を充当した償却資産の耐

用年数に応じ営業外収益として分割計上した長期前受金戻入益（非現金収入）が

53,530 千円含まれている。長期前受金戻入益見合いの資金は、減価償却費として内

部留保されるため、当該戻入益を当年度純利益から差し引くと△1,654 千円であり、

実質的な利益は発生していない。 

（減価償却費） 

 将来の水道施設の更新財源である減価償却費見合いの現金は、有形固定資産減価

償却費 216,043 千円に対し、長期前受金戻入益を調整した当年度純利益不足額 1,654

千円を差し引いた結果、214,389 千円となっているが、当年度の減価償却費見合いの

現金は増加していない。 

 このように当年度は正味運転資本が増加したが、後年度の企業債元金の償還及び

水道施設の更新財源として内部留保すべき資金としては不足している。 

 内部留保金の不足が継続する場合、後年度に水道施設の更新や企業債元金の償還

に必要な資金をどのように調達するかが問題となってくる。そのため、内部留保金

の確保に向け、経営戦略を適宜見直していただきたい。 
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(2) 下水道事業 

 業務の状況 

 当年度の業務の状況は、処理区域内下水道人口 22,018 人（前年度比 0.3％増）、

下水道普及率 76.5％（前年度比 1.7％増）、年間総処理水量は 2,348 千㎥（前年度

比 4.1％減）、年間有収水量 1,920 千㎥（前年度比 1.4％減）、不明水率 18.2％（前

年度比 2.3％減）となった。 

 経営成績 

 当年度の経営成績は、下水道事業の経済性の発揮を総合的に判断する経営資本営

業利益率が負数である。これは、下水道事業で費やした資金に対し本業で損失が生

じている状態である。この要因は、経営資本回転率については 0.02 回と投資効率が

悪く、営業収益対営業利益率については営業費用の大半を占める減価償却費に対し

営業収益が十分ではなかったことが要因と考えられる。 

 経営資本回転率は、資金の効率性を示すものであり、この比率が0.02回転の場合、

投下資金と同額の収益を得るのに 50 年必要とすることを意味する。投下資金の回収

（回転率）は早いほど良いため、より効率的な投資を実施し、営業収益の増加策を講

ずる必要がある。 

 営業収益対営業利益率は、前年度に引き続きマイナスであり、下水道事業の本業

における利益である営業利益が獲得されていない状態である。営業利益を獲得する

ためには、営業収益を増加させ、又は、営業費用を減少させる必要がある。営業収益

は、処理人口が減少している現状から、大幅な増加は見込まれないと考える。営業費

用は、固定的経費の増加を防止することにより、その増加を防止することができる。

固定的経費の主なものは減価償却費であり、減価償却費は下水道施設を建設した後

は毎年度発生し、削減が困難な費用である。そのため、下水道施設の建設にあたって

は、減価償却費が管理不能費用であることを踏まえ、計画の策定・見直しや予算執行

を行う必要がある。 
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 財政状態 

 当年度の財政状態は、流動資産から流動負債を差し引いた使途が自由な資金「正

味運転資本」基準で見ると、正味運転資本が前年度から 95,847 千円増加している。 

 しかしながら、後年度の企業債元金の償還及び下水道施設の更新財源として内部

留保すべき資金の観点から、当年度純利益及び減価償却費に着目すると次のとおり

である。 

（当年度純利益） 

 公営企業は、株主への配当や法人税の支払がないため、儲けとしての利益は不用

であるが、下水道施設の更新や企業債元金等資本的支出の財源としての利益（公共

的必要余剰）は必要である。下水道施設の更新財源は減価償却費見合いの現金が内

部留保される。また、企業債元金の償還財源は、損益計算書上当年度純利益が一定程

度発生した場合に、当該利益を減債積立金として積み立てた後、当該積立金見合い

の現金を充当することとしている。資金運用表から、当年度純利益は、37,817 千円

発生している。しかし、当年度純利益には、前年度以前に現金として収入済の補助金

等について、当該補助金等を充当した償却資産の耐用年数に応じ営業外収益として

分割計上した長期前受金戻入益（非現金収入）が 376,029 千円含まれている。長期

前受金戻入益見合いの資金は、減価償却費として内部留保されるため、当該戻入益

を当年度純利益から差し引くと△338,212 千円であり、実質的な利益は発生していな

い。 

（減価償却費） 

 将来の下水道施設の更新財源である減価償却費見合いの現金は、有形・無形固定

資産減価償却費 802,230 千円に対し、長期前受金戻入益を調整した当年度純利益不

足額 338,212 千円を差し引いた結果、464,018 千円となっているが、当年度の減価償

却費見合いの現金は確保されていない。 

 このように当年度は正味運転資本が増加したが、後年度の企業債元金の償還及び

下水道施設の更新財源として内部留保すべき資金としては不足している。 

 内部留保金の不足が継続する場合、後年度に下水道施設の更新や企業債元金の償

還に必要な資金をどのように調達するかが問題となってくる。そのため、内部留保

金の確保に向け、経営戦略を適宜見直していただきたい。 
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３ まとめ 

水道事業は、当年度の経営成績は前年度から悪化している。これらの要因は水道事業

で費やした営業費用の増と給水収益の減によるものであり、経営の根幹である給水収益

は、給水人口、総配水量共に大幅な営業収益の増加は見込めない状況であることから、

引き続き事業運営の効率化に努め、持続可能な事業の構築を図られることが必要である。 

また、経営効率の指標となる有収率については、令和３年度は前年度より 3.59 ポイン

ト下がって 83.28％となっており、営業利益が赤字であることを踏まえ、有収率の向上及

び有収水量の確保に向け取組を更に進めることが必要である。 

下水道事業は、当年度の経営成績は、経営資本営業利益率が負数であり、営業収益体

営業利益率は前年度に引き続きマイナスである。これらの要因は未普及地域での下水道

事業で費やした営業費用の増と使用料収入の減や下水道施設整備による減価償却費の増

加によるものであり、経営の根幹である使用料収入は、処理区域内人口、総処理量共に

大幅な増加は見込めない状況であることから、下水道への早期接続の呼びかけや滞納を

させない使用料徴収などにより公営企業会計の原則である受益者負担を堅持するととも

に、必要最小限の支出で営業収支の改善に取組まれることが必要である。 

また、経営効率の指標となる有収率については、令和３年度は前年度より 23 ポイント

上がって 81.8％となっているが、営業利益が赤字であることを踏まえ、有収率の向上及

び有収水量の確保に向け取組を更に進めることが必要である。 

今後の水道・下水道事業の経営においては、引き続き包括的な業務委託の実施等によ

り、維持管理費の適正化を図り、営業費用の増加を抑制するとともに、第三次拡張事業

水道事業や未普及地域への公共下水道事業等の実施に伴う減価償却費、並びに企業債償

還金の増加を見据えた中長期的な経営戦略に基づき、一般会計からの出資金や補助金に

ついて適正な水準を保つとともに、財政状況に見合った計画的な建設改良等の実施によ

り、効率的かつ安定的な事業運営となるよう望むものである。 
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第４ 経営状況の概要 

１ 水道事業 

(1) 業務の状況 

 普及状況 

 令和３年度末における給水契約数は 7,590 栓で、前年度より 28 栓増となった。こ

れは、前年度比 0.4％の増であり、給水人口は 18,390 人で、前年度比 1.4％の減と

なった。 

 水道普及率は 63.87％と前年度に比べ 0.34 ポイントの増となった。 

 給水状況 

 年間総配水量は 2,397 千㎥（前年度比 1.7％増）となり、年間有収水量は 1,996 千

㎥（前年度比 2.5％減）となった。基本歩調である給水人口の減少は変わらないもの

と考えられる。有収率が 83.28％（前年度比 3.59 ポイント減）となっており、有収

率の向上及び有収水量の確保に向け対応する必要がある。営業利益が 53,555 千円の

赤字であることを踏まえ、無駄な費用を抑え、引き続き漏水対策及び老朽管の更新

を進めていただきたい。 

 

表１ 水道事業における有収率の推移(年間) 

年度 

区分 

平 成 

29 年度 

平 成 

30 年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

令 和 

３年度 

総配水量 ㎥ 2,346,032 2,376,523 2,356,504 2,376,523 2,396,994 

総有収水 ㎥ 2,035,287 2,013,999 2,047,198 2,013,999 1,996,163 

有 収 率 ％ 86.75 84.75 86.87 84.75 83.28 
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(2) 経営成績 

 経営成績について、経営の三要素である「資本」、「施設」及び「職員」に分け、総

合的な分析を行った結果は次のとおりである。 

 経済性（カネ） 

 水道事業に投下された資金（資本）が、能率的に運用されているかどうかを判断す

るため、経営資本営業利益率を算出すると表２のとおりとなる。 

表２ 

年度 

比率 
算   式 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

令 和 

３年度 

経営資本営業利益率

（％） 

営業利益

経営資本
× 100 △0.80 △0.44 △0.90 

経営資本回転率（回） 
営業収益

経営資本
 0.08 0.08 0.08 

営業収益対営業利益率

（％） 

営業利益

営業収益
× 100 △10.03 △5.66 △11.85 

（注） 経営資本＝期首・期末平均（資産合計－建設仮勘定） 

    経営資本営業利益率＝経営資本回転率×営業収益対営業利益率 

    営業収益には、受託工事収益を含まない。 

 

 経営資本営業利益率は、経営資本により獲得された営業利益の割合である。経営資

本は、資産総額から建設仮勘定等営業収益に結び付かない経営外資本を除いた営業収

益を獲得している資本である。当年度の比率は前年度から悪化した。この要因を更に、

経営資本回転率と営業収益対営業利益率に分け分析する。 

 経営資本回転率は、投下した資本と同額の営業収益を獲得するために必要とする期

間である。当年度の比率は、前年度並みとなっている。 

 営業収益対営業利益率は、営業収益に占める営業利益の割合であり、この式を分解

すると（1-（営業費用/営業収益））となることから、この比率の良否は営業費用の増

加が営業収益の伸びを上回っていないか否かで判断する。当年度の比率は、営業収益

が前年度より 6，910 千円（△1.5％）減少したことと、営業費用が 20,691 千円（4.3％）

増加したことにより、前年度から悪化した。  
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 施設の利用状況（モノ） 

 水道事業の施設の分析は、施設の利用状況により行う。施設の利用状況の推移は

表３のとおりである。 

表３ 

年度 

比率 
算   式 

平 成 

元年度 

令 和 

２年度 

令 和 

３年度 

全国類団 

(２年度) 

施設利用率 

（％） 

平均配水量

配水能力
× 100 50.73 50.44 51.30 55.89 

負荷率 

（％） 

平均配水量

最大配水量
× 100 82.94 83.12 86.35 79.71 

最大稼働率 

（％） 

最大配水量

配水能力
× 100 61.16 60.68 59.41 70.12 

※ 負荷率、最大稼働率と施設利用率の関連は次の算式のとおりである。 

  施設利用率＝負荷率（％）×最大稼働率（％） 

 

 施設の利用状況を総合的に表す施設利用率は、配水能力に対して一日平均どれだ

けの施設が利用されているかを示すもので、この比率が高ければ効率が良いことに

なる。 

 施設利用率は、更に負荷率と最大稼働率に分析することができる。負荷率は前年

度に比べ 3.23 ポイント増加した。また、最大稼働率は、一日最大配水量が前年度に

比べ 162 ㎥減少したことに伴い 1.27 ポイント減少した。 

 水道事業の場合は、施設利用率の向上が負荷率の上昇によって達成されている場

合は好ましいが、それが最大稼働率の上昇によって達成されている場合には施設能

力に余裕がなくなり、施設能力の拡張時期が早期化される恐れがある。 

 

 労働生産性（ヒト） 

 水道事業の職員の分析は、職員給与費と労働生産性の分析により行う。職員給与

費と労働生産性の関係は次のようになる。 

 平均給与＝労働生産性×労働分配率 

職員給与費

職員数
=

営業収益

職員数
×
職員給与費

営業収益
 

 これらの関係を見ると表４のとおりである。  
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表４ 

年度 

比率 
算   式 

平 成 

元年度 

令 和 

２年度 

令 和 

３年度 

平均給与 

（千円） 

職員給与費

職員数
 7,980 8,063 8,136 

労働生産性 

（千円） 

営業収益

職員数
 91,243 91,119 89,578 

労働分配率 

（％） 

職員給与費

営業収益
× 100 8.75 8.85 9.08 

 

 労働分配率は、営業収益は給水サービスに充当されるべきものであるため、上昇

を抑制し一定に保つことが望ましい。当年度は、前年度より上昇したが、一定の水準

を保っている。 

 また、労働生産性を示す指標を算出し、全国類似団体の平均と比較すると表５の

とおりである。 

表５ 

年度 

区分 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

令 和 

３年度 

全国類団 

(２年度) 

職員一人当たり 

有収水量（ｍ3） 
402,800 409,440 399,232 293,917 

職員一人当たり 

営業収益（千円） 
91,243 91,119 89,578 52,260 

職員一人当たり 

給水人口（人） 
3,767 3,730 3,678 2,545 

 

 ここにおいては、当市の指標は全国類似団体を全て上回っており好ましい状態と

いえる。  
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 収益 

(ア) 給水収益 

 給水栓数は前年度比 0.4%の増、給水人口は前年度比 1.4%の減であり、給水収益

は前年度比 1.5%の減となった。 

 給水収益と有収水量の推移は表６のとおりである。 

表６ 推  移 

区分 

年度 

給水収益 有収水量 １ｍ3当たり 

金額（千円） 対前年比(％) 水量（千㎥） 対前年比(％) 価格 

令和元年度 443,154 99.6 2,014 99.0 220 円 04 銭 

令和２年度 443,910 100.2 2,047 101.6 216 円 84 銭 

令和３年度 437,469 98.5 1,996 97.5 219 円 15 銭 

(イ) 営業外収益 

 営業外収益の主なものは、他会計補助金 69,949 千円（対前年度比 103.1％）、

長期前受金戻入 53,530 千円（対前年度比 98.4%）である。 

 

 費用（性質別費用） 

      総費用から受託工事費等を控除し、性質別に分類したものは次のとおりである。 

① 職員給与費 （２）のウにて記述したとおりである。 

② 委 託 料 前年度繰越分 8,500 千円があったことと、隔月検針移行に伴う業務量 

 の増加により、前年度に比べて 16,043 千円の増となった。 

③ 修 繕 料 大規模な修繕対応がなかったため、前年度に比べて 2,297 千円の減と 

なった。 

④ 動 力 費 送配水施設に係る電気料であり、前年度より 3,339 千円の増となった。 

⑤ 受 水 費 受水量が減少したため前年度より 7,541 千円の減となった。 

⑥ 減価償却費 定額法により216,043 千円計上され、前年度より4千円（0.1％）の減と 

なった。 

⑦ 資産減耗費 4,870 千円計上され前年度より 2,669 千円（121.3％）の増となった。 

⑧ 支 払 利 息  主に企業債利息であり、前年度より 1,493 千円（6.5％）の減となっ 

  た。 

⑨ 特 別 損 失 過年度損益修正損として、料金減免額 929 千円を計上している。 
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(3) 財政状態 

 比率分析 

 当年度における水道事業の財政状態は、貸借対照表から、次のとおりである。 

 当年度末の資産総額は、前年度末より 97,711 千円(1.6％)増加し、6,113,991 千円

となっている。 

 当年度末の負債総額は、前年度末より 19,309 千円（0.6％）減少し、3,389,048 千

円となっており、資本総額は 78,402 千円（3.0％）増の 2,724,943 千円となってい

る。 

 この財政状態の良否を示す財務比率を算出すると表７のとおりである。 

表７ 

年度 

比率 
算   式 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

令 和 

３年度 

全国類団 

(２年度) 

流動比率 

（％） 

流動資産

流動負債
× 100 248.02 277.58 251.64 367.55 

自己資本 

構成比（％） 

自己資本ା剰余金

ା評価差額等ା繰延収益

負債ା資本
× 100 

65.61 66.38 66.39 68.02 

固定資産対長期 

資本比率（％） 

固定資産

資本金ା剰余金

ା評価差額等ା固定負債

ା繰延収益

× 100 
93.00 92.56 93.22 88.85 

 

 流動比率は、１年以内に支払う義務のある負債に対し、これに応ずべき１年以内

に現金化できる資産が十分あるかどうかの支払能力を示し、水道事業の短期流動性

の良否を判断する指標であり、100％以上が必要とされている。当年度は、200％を超

えているが、短期流動性は前年度より悪化しており、全国類似団体と比較しても低

い水準にある。 

 自己資本構成比率は、自己資本が総資本に占める割合で、水道事業の長期健全性

の良否を判断する指標である。この比率は、負債が大きいほど小さくなる性質があ

り、マイナスであれば債務超過となり経営破綻を警戒する必要がある。また、自己資

本は負債と異なり返済義務がないため、自己資本による水道施設建設を行うことが

望ましい。当年度は、50％を超え全国類似団体と同水準となっており、長期健全性は

維持されている。 
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 固定資産対長期資本比率は、固定資産の調達が自己資本と固定負債の範囲内で行

われているかどうかを示すもので、100％以下であることが望ましい。この比率が

100％を超えた場合は、固定資産に対し過大投資が行われている状態である。当年度

は、100％を下回っているが、全国類似団体に比べ依然高い水準にある。 

 

 実数分析 

 当年度における水道事業の財務運営の良否を実数による分析で判断するため、当

年度において公営企業に対し流入した資金の源泉と流出した資金の使途を示す資金

運用表、流動資産から流動負債を差し引いた正味運転資本の増減を示す正味運転資

本増減明細表を作成すると次のようになる。 

 

表８ 

 

 

  

（単位　円）

項目 金額 項目 金額

構築物の取得 313,526,725 受贈財産評価額(構築物) 0

機械及び装置の取得 364,400 企業債 170,000,000

建設仮勘定の増加 69,055,556 長期前受金(負担金) 46,258,918

長期前受金戻入 53,530,421 当年度純利益 51,876,261

企業債償還金 149,979,856 一般会計出資金 26,525,755

引当金の取崩 3,017,000 有形固定資産減価償却費 216,042,680

構築物除却費 4,742,585

機械及び装置除却費 127,735

建設仮勘定の振替 83,925,840

引当金の増加 2,993,000

正味運転資本の増加 13,018,816

合計 602,492,774 合計 602,492,774

令和３年度資金運用表（水道事業）

使途 源泉
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表９ 

 

 資金運用表から、資金の使途欄のうち長期前受金戻入を除いた支出に充てるため、

資金の源泉欄の企業債、長期前受金、一般会計出資金のほか、水道料金として有形固

定資産減価償却費216,042,680円、固定資産除却費4,870,320円が調達されているが、

「当年度純利益－長期前受金戻入」は△1,654,160 円であり、同額の非現金支出費用

（有形固定資産減価償却費、固定資産除却費、引当金繰入）見合いの現金が不足して

いる。 

 決算報告書の資本的収支不足額は、消費税資本的収支調整額のほか、全額損益勘定

留保資金で賄われており、さらに正味運転資本（流動資産から流動負債を差し引いた

金額）が 13,018,816 円増加した。 

 この正味運転資本の増加は、正味運転資本増減明細表から、主に未収金の増加、未

払い金の減少で行われていることがわかる。 

 この結果、令和３年度の財政状態は、前年度末の財政状態から、正味運転資本が増

加し良くなっている。従って、令和３年度の水道事業の経営は、決算書類から判断し、

概ね健全であったと言える。 

 

  

（単位　円）

未収金の増加 10,081,505 現金預金の減少 14,939,354

当年度未収金 (23,055,491) 当年度現金預金 (627,373,526)

前年度未収金 (12,973,986) 前年度現金預金 (642,312,880)

差引 (10,081,505) 差引 (△ 14,939,354)

未払金の減少 18,032,976 貸倒引当金の増加 160,272

当年度未払金 (70,431,754) 当年度貸倒引当金 (△ 226,546)

前年度未払金 (88,464,730) 前年度貸倒引当金 (△ 66,274)

差引 (18,032,976) 差引 (160,272)

その他流動負債の減少 3,961

当年度その他流動負債 (501,470)

前年度その他流動負債 (505,431)

差引 (3,961)

正味運転資本の増加 13,018,816

合計 28,118,442 合計 28,118,442

令和３年度正味運転資本増減明細表（水道事業）

増加 減少
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２ 下水道事業 

(1) 業務の状況 

 普及率 

 令和３年度末における処理区域内人口は 22,018 人で、前年度より 59 人増となっ

た。これは、前年度比 0.3％の増であり、行政区域内人口は 28,795 人で、前年度比

1.9％の減となった。 

 普及率は 76.5％と前年度に比べ 17 ポイントの増となった。 

 現在、埴生南部地区等での拡張整備が図られているが、普及状況は全国平均に比

べ低い水準にあることから、経営状況を踏まえながら、上水道の整備と同時になお

一層の普及拡大に努められたい。 

 水洗化率 

 処理区域内水洗化人口は 18,366 人で、前年度より 59 人の減となった。これは、

前年度比 0.3％の減であり、処理区域内水洗化戸数は 6,732 戸で、前年度比 0.8％の

増となった。また、有収率が 81.8％（前年度比 23 ポイント増）となっており、更な

る有収率の向上及び有収水量の確保に努められたい。営業利益が 643,948 千円の赤

字であることを踏まえ、経費の節減や事業の効率化を徹底し、経営の安定化及び健

全化を図っていただきたい。 

 

表 10 下水道事業における有収率の推移(年間) 

年度 

区分 
令和２年度 令和３年度 

総処理量 ㎥ 2,449,569 2,348,086 

総有収水量 ㎥ 1,946,769 1,920,173 

有 収 率 ％ 79.5 81.8 

 

 

(2) 経営成績 

 当年度における下水道事業の経営成績は、損益計算書から、総収益 1,250,455 千円、

総費用 1,212,638 千円、差引き 37,817 千円の純利益を計上している。 

 経営成績について、経営の三要素である「資本」、「施設」及び「職員」に分け、総

合的な分析を行った結果は次のとおりである。 
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 経済性（カネ） 

 下水道事業に投下された資金（資本）が、能率的に運用されているかどうかを判断

するため、経営資本営業利益率を算出すると表 11 のとおりとなる。 

表 11 

年度 

比率 
算   式 令和２年度 令和３年度 

経営資本営業利益率

（％） 

営業利益

経営資本
× 100 △3.56 △2.68 

経営資本回転率（回） 
営業収益

経営資本
 0.02 0.02 

営業収益対営業利益率

（％） 

営業利益

営業収益
× 100 △177.83 △160.59 

（注） 経営資本＝期首・期末平均（資産合計－建設仮勘定－投資その他の資産） 

経営資本営業利益率＝経営資本回転率×営業収益対営業利益率 

 

 経営資本営業利益率は、経営資本により獲得された営業利益の割合である。経営

資本は、資産総額から建設仮勘定等営業収益に結び付かない経営外資本を除いた営

業収益を獲得している資本である。当年度の比率は負数となっている。この要因を

更に経営資本回転率と営業収益対営業利益率に分け分析する。 

 経営資本回転率は、投下した資本と同額の営業収益を獲得するために必要とする

期間である。 

 当年度の比率は、0.02 回転であり、下水道事業に投下した資金と同額の営業収益

を得るのに約 50 年必要となる状態である。 

 営業収益対営業利益率は、営業収益に占める営業利益の割合であり、この式を分

解すると（1-（営業費用/営業収益））となることから、この比率の良否は営業費用

の増加が営業収益の伸びを上回っていないか否かで判断する。 

 当年度の比率は、営業損失が生じているため、△160.59％となっている。 

 

 施設の利用状況（モノ） 

本市の下水道施設においては処理場を保有していないことから、施設の利用状況

を計る対象施設はない。 
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 労働生産性（ヒト） 

 下水道事業の職員の分析は、職員給与費と労働生産性の分析により行う。職員給

与費と労働生産性の関係は次のようになる。 

 平均給与＝労働生産性×労働分配率 

職員給与費

職員数
=

営業収益

職員数
×
職員給与費

営業収益
 

 これらの関係を見ると表 12 のとおりである。 

表 12 

年度 

比率 
算   式 令和２年度 令和３年度 

平均給与（千円） 
職員給与費

職員数
 8,265 6.013 

労働生産性（千円） 
営業収益

職員数
 127,678 143,210 

労働分配率（％） 
職員給与費

営業収益
× 100 6.47 4.20 

 

 労働分配率は、営業収益は汚水処理サービスに充当されるべきものであるため、

上昇を抑制し、一定に保つことが望ましい。 

 また、労働生産性を示す指標を算出し、全国類似団体の平均と比較すると表 13 の

とおりである。 

表 13 

年度 

区分 
令和２年度 令和３年度 

全国平均 

(２年度) 

職員一人当たり 

有収水量（ｍ3） 
648,923 685,776 606,448 

職員一人当たり 

営業収益（千円） 
127,678 143,210 113,060 

 ここにおいては、本市の指標は全国平均を上回っている。 
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 収益 

使用料収入 

 使用料収入と有収水量の推移は表 14 のとおりである。 

表 14 

区分 

年度 

使用料収入 有収水量 １ｍ3当たり 

金額（千円） 対前年比(％) 水量（千㎥） 対前年比(％) 単価 

令和３年度 309,045 △0.7 1,920 △1.4 160 円 96 銭 

令和２年度 311,083 ― 1,947 ― 159 円 78 銭 

 

営業外収益 

 営業外収益の主なものは、他会計補助金 466,760 千円及び長期前受金戻入 376,174

千円である。 

 

 費用（性質別費用） 

 総費用から水洗化促進費等を控除し、性質別に分類したものは次のとおりである。 

① 職員給与費 （１）のイにて記述したとおりである。 

② 委 託 料  管 渠
かんきょ

清掃、ポンプ場及び処理場の運転・保守管理等である。 

③ 修 繕 料  有形固定資産の維持修繕費用である。 

④ 動 力 費  機械装置等の運転に必要な電気料等である。 

⑤ 流 域 下 水 道 負 担 金  流域下水道の維持管理・運営に係る負担金である。 

⑥ 減価償却費  定額法により801,442 千円計上された。 

⑦ 資産減耗費  平桜地区管除却等である。 

⑧ 支 払 利 息  主に企業債利息である。 

⑨ 特 別 損 失  過年度損益修正損である。 
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(3) 財政状態 

ア 比率分析 

 当年度における下水道事業の財政状態の良否を示す財務比率を算出すると表15の

とおりである。 

表 15 

年度 

比率 
算   式 令和２年度 令和３年度 

全国平均 

(２年度) 

流動比率（％） 
流動資産

流動負債
× 100 33.7 35.8 65.0 

自己資本構成比（％） 
自己資本ା剰余金

ା評価差額等ା繰延収益

負債ା資本
× 100 

42.3 43.8 65.2 

固定資産対 

長期資本比率（％） 

固定資産

資本金ା剰余金

ା評価差額等ା固定負債

ା繰延収益

× 100 
104.2 103.8 101.6 

 

 流動比率は、１年以内に支払う義務のある負債に対し、これに応ずべき１年以内

に現金化できる資産が十分あるかどうかの支払能力を示し、下水道事業の短期流動

性の良否を判断する指標であり、100％以上が必要とされている。当年度は、100％を

下回っており短期流動性が低く、全国平均と比べ低い水準にある。 

 流動比率が 100％を下回る場合、一時借入金等の流動負債に依存しなければ資金繰

りが困難となる。 

 自己資本構成比率は、自己資本が総資本に占める割合で、下水道事業の長期健全

性の良否を判断する指標である。この比率は、負債が大きいほど小さくなる性質が

あり、マイナスであれば債務超過となり経営破綻を警戒する必要がある。また、自己

資本は負債と異なり返済義務がないため、自己資本による下水道施設建設を行うこ

とが望ましい。当年度は、全国平均に比べ低い水準にある。 

 固定資産対長期資本比率は、固定資産の調達が自己資本と固定負債の範囲内で行

われているかどうかを示すもので、100％以下であることが望ましい。この比率が

100％を超えた場合は、固定資産に対し過大投資が行われており、固定資産の一部は

一時借入金等の流動負債で調達されている状態である。当年度は、100％を超えてお

り、全国平均に比べ高い水準にあり、過大投資の状態といえる。 
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 実数分析 

 当年度における下水道事業の財務運営の良否を実数による分析で判断するため、

当年度において公営企業に対し流入した資金の源泉と流出した資金の使途を示す資

金運用表、流動資産から流動負債を差し引いた正味運転資本の増減を示す正味運転

資本増減明細表を作成すると次のようになる。 

表 16 

 

 

  

（単位　円）

項目 金額 項目 金額

構築物の取得 892,454,538 受贈財産評価額(構築物) 865,190

機械及び装置の取得 25,587,874 企業債 1,010,200,000

施設利用権の取得 2,062,728 長期前受金(補助金) 469,079,140

建設仮勘定の増加 25,991,959 長期前受金(負担金) 1,101,824

企業債償還金 1,203,134,128 長期前受金(受益者負担金) 50,788,000

長期前受金戻入 376,029,052 当年度純利益 37,816,598

特定収入仮払消費税 47,346,018 一般会計出資金 295,000,000

引当金の取り崩し 1,715,499 有形固定資産減価償却費 746,354,635

無形固定資産減価償却費 55,875,645

構築物除却費 1,208,712

機械及び装置除却費 398,842

建設仮勘定の振替 0

引当金の増加 1,479,814

正味運転資本の増加 95,846,604

合計 2,670,168,400 合計 2,670,168,400

令和３年度資金運用表（下水道事業）

使途 源泉
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表 17 

 

 

 資金運用表から、資金の使途欄のうち長期前受金戻入を除いた支出に充てるため、

資金の源泉欄の企業債、長期前受金、一般会計出資金のほか、下水道使用料として有

形固定資産減価償却費 746,354,635 円、無形固定資産減価償却費 55,875,645 円、固定

資産除却費 1,607,554 円が調達されているが、「当年度純利益－長期前受金戻入」は

△338,212,454 円であり、同額の非現金支出費用（有形固定資産減価償却費、固定資産

除却費、引当金繰入）見合いの現金が不足している。 

 決算報告書の資本的収支不足額は、消費税資本的収支調整額のほか、全額損益勘定

留保資金で賄われており、さらに正味運転資本（流動資産から流動負債を差し引いた

金額）が 95,846,604 円増加した。 

 この正味運転資本の増加は、正味運転資本増減明細表から、未払い金の減少で行わ

れていることがわかる。 

 この結果、令和３年度の財政状態は、前年度末の財政状態から、正味運転資本が増

加し良くなっている。従って、令和３年度の下水道事業の経営は、決算書類から判断

し、概ね健全であったと言える。 

  

（単位　円）

未払金の減少 126,928,533 現金預金の減少 24,108,769

当年度現金預金 (320,060,007)

前年度現金預金 (344,168,776)

差引 (△ 24,108,769)

未収金の減少 6,566,180

期末未収金 (68,192,415)

期首未収金 (74,758,595)

差引 (△ 6,566,180)

貸倒引当金の増加 (59,523)

当年度貸倒引当金 (△ 165,726)

前年度貸倒引当金 (△ 106,203)

差引 (△ 59,523)

その他流動負債の増加 347,457

正味運転資本の増加 95,846,604

合計 126,928,533 合計 126,928,533

令和３年度正味運転資本増減明細表（下水道事業）

増加 減少



 

22 

第５ 参考資料 

 

1 （単位：円）

(1) 437,468,956

(2) 4,035,420

(3) 10,420,500 451,924,876

2

(1) 124,944,136

(2) 114,138,998

(3) 4,035,420

(4) 41,448,401

(5) 216,042,680

(6) 4,870,320 505,479,955

△ 53,555,079

3

(1) 34,119

(2) 69,948,692

(3) 53,530,421

(4) 849,871

(5) 8,181,427 132,544,530

4

(1) 21,429,206

(2) 4,764,997 26,194,203 106,350,327

52,795,248

5

(1) 9,588

6

(1) 928,575 △ 918,987

51,876,261

50,690,246

60,000,000

162,566,507

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

その他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額

当 年 度 未 処 分利 益剰 余金

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

雑 収 益

事 務 手 数 料

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

減 価 償 却 費

令和３年度小矢部市水道事業損益計算書
(令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 浄 水 費

配 水 及 給 水 費

受 託 工 事 費

総 係 費

経 常 利 益

資 産 減 耗 費
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1 （単位：円）

(1) 443,910,226

(2) 3,239,360

(3) 11,685,000 458,834,586

2

(1) 131,643,565

(2) 97,640,555

(3) 3,239,360

(4) 34,018,196

(5) 216,047,042

(6) 2,200,584 484,789,302

△ 25,954,716

3

(1) 46,082

(2) 67,823,039

(3) 54,384,948

(4) 1,439,372

(5) 8,572,965 132,266,406

4

(1) 22,921,796

(2) 5,515,428 28,437,224 103,829,182

77,874,466

5

(1) 249,077 △ 249,077

77,625,389

70,064,857

60,000,000

207,690,246

減 価 償 却 費

令和２年度小矢部市水道事業損益計算書
(令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 浄 水 費

配 水 及 給 水 費

受 託 工 事 費

総 係 費

経 常 利 益

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

事 務 手 数 料

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

その他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額

当 年 度 未 処 分利 益剰 余金

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
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1 （単位：円）

(1)

(ｲ) 195,709,765

(ﾛ) 50,516,446

△ 26,731,479 23,784,967

(ﾊ) 9,678,177,140

△ 4,687,445,110 4,990,732,030

(ﾆ) 873,969,958

△ 731,920,784 142,049,174

(ﾎ) 10,724,529

△ 10,188,302 536,227

(ﾍ) 11,986,870

△ 11,129,847 857,023

(ト) 102,065,501

5,455,734,687

5,455,734,687

2

(1)

(ｲ) 500,000

(ﾛ) 626,873,526 627,373,526

(2)

(ｲ) 7,157,179

(ﾛ) 15,898,312 23,055,491

(3) △ 226,546

(4)

(ｲ) 5,683,700

(5) 2,370,000

658,256,171

6,113,990,858

減 価 償 却 累 計 額

令和３年度　　小矢部市水道事業貸借対照表
(令和４年３月３１日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

資　産　の　部

担 保 補 償 金

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

現 金 及 び 預 金

未 収 金

営 業 未 収 金

営 業 外 未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

材 料

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

前 払 金
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3 （単位：円）

(1) 1,793,263,481

1,793,263,481

4

(1) 157,316,170

(2)

(ｲ) 67,397,759

(ﾛ) 33,373,940
100,771,699

(3)

(ｲ) 2,513,000

(ﾛ) 480,000 2,993,000

(4)

(ｲ) 500,000

(ﾛ) 1,470 501,470

261,582,339

5

(1)

(ｲ) 231,226,349

(ﾛ) 1,893,931,991

(ﾊ) 546,003,884 2,671,162,224

(2)

(ｲ) △ 126,255,032

(ﾛ) △ 813,603,681

(ﾊ) △ 397,101,180 △ 1,336,959,893

1,334,202,331

3,389,048,151

6

(1)

(ｲ) 2,397,655,468

2,397,655,468

7

(1)

(ｲ) 1,500,000

(ﾛ) 15,580,644

(ﾊ) 640,088

17,720,732

(2)

(ｲ) 147,000,000

(ﾛ) 162,566,507

309,566,507

327,287,239

2,724,942,707

6,113,990,858負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計

長期前受金収益化累計額

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

補 助 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

資 本 金

資 本 金

自 己 資 本 金

補 助 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

担 保 預 り 金

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

そ の 他 未 払 金

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

営 業 未 払 金
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1 （単位：円）

(1)

(ｲ) 195,709,765

(ﾛ) 50,516,446

△ 25,669,700 24,846,746

(ﾊ) 9,394,490,187

△ 4,507,191,566 4,887,298,621

(ﾆ) 873,861,029

△ 722,517,939 151,343,090

(ﾎ) 10,724,529

△ 10,186,212 538,317

(ﾍ) 11,986,870

△ 11,032,348 954,522

(ト) 83,925,840

5,344,616,901

5,344,616,901

2

(1)

(ｲ) 500,000

(ﾛ) 641,812,880 642,312,880

(2)

(ｲ) 7,992,139

(ﾛ) 4,981,847

(ﾊ) 5,718,500 18,692,486

(3) △ 66,274

(4)

(ｲ) 5,683,700

(5) 5,040,000

671,662,792

6,016,279,693

現 金 及 び 預 金

未 収 金

営 業 未 収 金

営 業 外 未 収 金

そ の 他 未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

材 料

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

前 払 金

担 保 補 償 金

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

減 価 償 却 累 計 額

令和２年度　　小矢部市水道事業貸借対照表
(令和３年３月３１日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

資　産　の　部
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3 （単位：円）

(1) 1,780,579,651

1,780,579,651

4

(1) 149,979,856

(2)

(ｲ) 72,079,030

(ﾛ) 16,385,700
88,464,730

(3)

(ｲ) 2,534,000

(ﾛ) 483,000 3,017,000

(4)

(ｲ) 500,000

(ﾛ) 5,431 505,431

241,967,017

5

(1)

(ｲ) 231,226,349

(ﾛ) 1,853,856,107

(ﾊ) 547,746,057 2,632,828,513

(2)

(ｲ) △ 121,470,199

(ﾛ) △ 772,832,184

(ﾊ) △ 391,333,796 △ 1,285,636,179

1,347,192,334

3,369,739,002

6

(1)

(ｲ) 2,311,129,713

2,311,129,713

7

(1)

(ｲ) 1,500,000

(ﾛ) 15,580,644

(ﾊ) 640,088

17,720,732

(2)

(ｲ) 110,000,000

(ﾛ) 207,690,246

317,690,246

335,410,978

2,646,540,691

6,016,279,693

そ の 他 未 払 金

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

営 業 未 払 金

補 助 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

担 保 預 り 金

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

資 本 金 合 計

長期前受金収益化累計額

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

補 助 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

資 本 金

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計
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　　　　　　（単位：円）

1

(1) 309,044,570

(2) 88,240,000

(3) 3,562,000

(4) 141,000 400,987,570

2

(1) 38,630,667

(2) 18,731,403

(3) 24,684,177

(4) 105,085,302

(5) 52,554,898

(6) 1,943,548

(7) 801,442,406

(8) 1,607,554

(9) 255,379 1,044,935,334

△ 643,947,764

3

(1) 1,839

(2) 466,760,000

(3) 376,173,862

(4) 698,450 843,634,151

4

(1) 166,130,984

(2) 1,228,549 167,359,533 676,274,618

32,326,854

5

(1) 5,832,934 5,832,934

6

(1) 343,190 343,190 5,489,744

37,816,598

1,951,896

0

39,768,494

国 庫 補 助 金

令和３年度小矢部市下水道事業損益計算書
(令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

営 業 利 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

農 業 集 落 排 水 施 設 費

流域下水道維持管理負担金

総 係 費

水 洗 化 促 進 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

特 別 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

そ の他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額

当 年 度 未 処 分利 益剰 余金
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1

(1)

(ｲ) 360,018,356

(ﾛ) 588,854,239

△ 42,320,064 546,534,175

(ﾊ) 22,032,682,639

△ 1,370,447,021 20,662,235,618

(ﾆ) 629,132,527

△ 91,166,666 537,965,861

(ﾎ) 834,019

△ 375,308 458,711

(ﾍ) 441,800

△ 66,005 375,795

(ﾄ) 30,899,000

22,138,487,516

(2)

(ｲ) 1,428,241,443

1,428,241,443

(3)

(ｲ) 1,450,000

1,450,000

23,568,178,959

2

(1)

(ｲ) 320,060,007

(2)

(ｲ) 32,863,146

(ﾛ) 35,329,269

(ﾊ) 288,785 68,481,200

(3) △ 165,726

(4) 86,780,000

475,155,481

24,043,334,440

土 地

令和３年度　　小矢部市下水道事業貸借対照表
(令和４年３月３１日）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

営 業 未 収 金

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金

投資 その 他の 資産 合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

現 金 及 び 預 金

未 収 金

営 業 外 未 収 金

そ の 他 未 収 金

貸 倒 引 当 金

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

（単位：円）
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1

(1)

(ｲ) 360,018,356

(ﾛ) 588,854,239

△ 21,160,032 567,694,207

(ﾊ) 21,140,642,407

△ 689,525,238 20,451,117,169

(ﾆ) 600,660,655

△ 47,973,446 552,687,209

(ﾎ) 834,019

△ 187,654 646,365

(ﾍ) 441,800

21,932,605,106

(2)

(ｲ) 1,458,176,178

1,458,176,178

23,390,781,284

2

(1)

(ｲ) 344,168,776

(2)

(ｲ) 35,254,884

(ﾛ) 34,815,911

(ﾊ) 4,687,800 74,758,595

(3) △ 106,203

(4) 59,130,000

477,951,168

23,868,732,452

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

営 業 未 収 金

営 業 外 未 収 金

そ の 他 未 収 金

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

現 金 及 び 預 金

未 収 金

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

器 具 備 品

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

土 地

令和２年度　　小矢部市下水道事業貸借対照表
(令和３年３月３１日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

資　産　の　部

（単位：円）
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3

(1) 12,347,386,976

12,347,386,976

4

(1) 1,203,134,128

(2)

(ｲ) 70,768,962

(ﾛ) 142,367,889 213,136,851

(3)

(ｲ) 1,715,499

(4)

(ｲ) 20,030

1,418,006,508

5

(1)

(ｲ) 6,959,783,547

(ﾛ) 2,250,808,951

(ﾊ) 8,045,000

(ﾆ) 913,277,129

(ﾎ) 25,585,099 10,157,499,726

(2)

(ｲ) △ 212,985,124

(ﾛ) △ 88,749,383

(ﾊ) △ 29,800,861

(ﾆ) △ 662,277 △ 332,197,645

9,825,302,081

23,590,695,565

6

(1)

(ｲ) 276,084,991

276,084,991

7

(1)

(ｲ) 1,951,896

1,951,896

1,951,896

278,036,887

23,868,732,452

負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

負 担 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 金

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

受 益 者 負 担 金

そ の 他 長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

補 助 金

そ の 他 流 動 負 債

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

補 助 金

受 益 者 負 担 金

そ の 他 長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

賞 与 引 当 金

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

営 業 未 払 金

そ の 他 未 払 金

引 当 金

（単位：円）


